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○経営管理部長の木村です。まず、連結決算の概要についてご説明しま
す。

○営業収益は、新型コロナウイルス感染症の発生を受けた外出及び移動の
自粛等の影響により、当社、グループ会社ともに経営環境が厳しくなり、大幅
な減収となる1,287億円でした。

○一方、営業費は、前年同期に対し527億円の減となる2,123億円に減少し
たものの、営業損失836億円、経常損失1,014億円、親会社株主に帰属する
四半期純損失726億円を計上しました。

○第１四半期としては、四半期の業績開示を開始した2003年度以降、初め
ての赤字決算となりました。



○続いて、各セグメントの業績についてご説明します。 鉄道以外の各事業に
おいては、緊急事態宣言の解除を受けて、感染拡大防止に取り組みながら
ＪＲセントラルタワーズとＪＲゲートタワーの営業を段階的に再開するなど、収益
の確保に努めたものの、新型コロナウイルス感染症の影響により、グループ
全体でも大きく影響を受けました。

○運輸業は、当社の運輸収入の減等により、減収減益でした。

○流通業は、ＪＲ東海髙島屋の百貨店売上の減や東海キヨスクの店舗売上
の減等により、減収減益となりました。

○不動産業は、各地区における駅ビル収入の減等により、減収減益でした。

○最後にその他セグメントについては、ＪＲ東海ホテルズの宿泊収入やＪＲ東
海ツアーズの旅行商品収入の減等により、減収減益となりました。なお、新型
コロナウイルス感染症の影響により連結営業収益が大幅に減少し、会計基準
に定める量的基準に抵触したため、従来「その他」セグメントに含めていた日
本車両を、当第１四半期の決算短信においては「鉄道車両等製造業」セグメ
ントとして区分していますが、当社グループの事業構造に変更があった訳で
はなく、従来の開示物との比較のしやすさを考慮して、決算短信の補足説明
資料や本スライド等においては区分を変更していません。
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○続いて、単体決算の概要についてご説明します。

○まず運輸収入ですが、東海道新幹線・在来線ともに、お客様に安心してご
利用頂けるよう感染拡大防止に取り組むとともに、お客様のご利用状況を踏
まえつつ適切な輸送力の提供を行いましたが、新型コロナウイルス感染症の
影響により、当第１四半期の運輸収入は前年同期に対し2,873億円の減とな
る663億円でした。

○一方、営業費は1,558億円、前年同期に対し170億円の減となりました。

○まず人件費については、超勤手当の支給が減少したことなどもあり、前年
同期に対し6億円の減となる444億円でした。

○続いて、物件費の内訳ですが、動力費については、運転本数の減に伴い
車両の走行キロが減少したことなどにより、前年同期に対し18億円の減となる
90億円となりました。

○修繕費ですが、前年同期に対し25億円の増となる170億円でした。これは
一部修繕作業の期ズレによるものであり、修繕の内容が大きく変わった訳で
はありません。

○業務費については、輸送量に連動する発売手数料、クレジット手数料、車
両清掃料等の費用が減少したことに加え、広告宣伝の見直しや会議の抑制、
不要不急な備品購入の抑制等による費用削減により、前年同期に対し100億
円の減となる345億円となりました。

○最後に、減価償却費は415億円で、前年同期に対し56億円の減となりまし
た。過去に行った山梨リニア実験線の延伸投資にかかる償却負担などが減
少しました。

○これらの結果、単体決算においても大きな営業損失を計上しました。

○なお、新型コロナウイルス感染症の影響が長期化することも想定し、既に
取り組んでいる広告宣伝の見直し等に継続的に取り組むほか、安全・安定輸
送に支障しない範囲での工事の抑制やスケジュールの変更など、更なる費
用削減に向けて具体的な検討を行い、順次取組みを進めています。
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○続いて、新型コロナウイルス感染症による業績への影響についてご説明し
ます。

○まず東海道新幹線の輸送量については、２月の後半から、新型コロナウイ
ルス感染症の発生を受けた外出及び移動の自粛等の影響が次第に大きくな
りましたが、とりわけ４月７日に緊急事態宣言が出された後は、企業の出張や
旅行などのご利用が大幅に減少し、４月と５月の東京口の断面輸送量は前
年比10％という大変厳しい状況となりました。

○その後、５月15日、22日、26日と段階的に緊急事態宣言が解除されたこと、
６月19日に都道府県を跨ぐ移動の自粛要請が全国で解禁されたことなどか
ら、お客様のご利用は緩やかに回復してきましたが、足元では新型コロナの
感染再拡大による外出自粛の影響もあり、今後の状況に未確定な要素が多
いため、引き続きお客様のご利用動向を注視していく必要があると考えてい
ます。

○当第１四半期決算における影響は正確には測ることはできませんが、単体
の営業収益へは2,870億円程度、連結全体では営業収益へ3,420億円程度
の減収影響があったと考えています。

○一方、2020年度の通期の業績予想については、先ほども申し上げましたと
おり、新型コロナウイルス感染症の影響により鉄道等のご利用が大幅に減少
し、今後も業績に影響を与える未確定な要素が多いことから、現時点で算定
が困難であるため、未定とさせて頂きます。今後、可能となった時点で速や
かに公表します。
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○新型コロナウイルス感染症の拡大防止にあたり、東海道新幹線をはじめと
する当社の鉄道をお客様に安全に、安心してご利用頂くために、お客様や
社員の安全の確保を最優先に、様々な対策に取り組んでいます。

○具体的には、「のぞみ12本ダイヤ」を活用した余裕を持った座席提供、新
幹線及び在来線における十分な車内換気、駅・車両等の消毒や清掃、飛沫
感染の防止対策、新幹線ネット予約サービスによるお客様ご自身でご希望
の席を予約頂けるサービスの提供などに取り組んできました。また、これらの
対策をピクトグラムや動画を用いて、駅のデジタルサイネージ等でお客様に
分かりやすくご紹介する取組みを進めています。

○今後も引き続き、お客様に安心してご利用頂けるよう感染症対策に取り組
んでまいります。
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○最後に、中央新幹線計画の状況についてご説明します。

○当第１四半期においても、工事実施計画の認可を受けた品川・名古屋間
について、地域との連携を密にしながら、測量、設計、用地取得を進めるとと
もに、これまでに工事契約を締結した工区において、地域にお住まいの方々
へ工事概要や安全対策等についてご説明しました。

○既に工事に着手している南アルプストンネル山梨工区では斜坑、先進坑
及び本坑の掘削、長野工区では斜坑及び先進坑の掘削を進めるとともに、
品川駅及び名古屋駅では工事桁等を施工したほか、山岳トンネル、都市部
非常口、中間駅等で工事を着実に進めました。

○今後も引き続き、工事の安全、環境の保全、地域との連携を重視して着実
に取り組みます。
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○一方、南アルプストンネル静岡工区においては、大井川の水資源への影
響について、静岡県、流域市町等の理解が得られず、トンネル掘削の前段
で必要となるヤード整備に着手できていないなど、実質的に工事が進捗しな
い状態が続いています。2027年の開業に向けて、工程は大変切迫した状況
にあり、当該ヤード整備については、６月中に開始する必要があるため、社
長が静岡県知事に面会するなど、了解を得るべく努めましたが、知事の了解
は得られませんでした。

○こうしたなか、この問題について、科学的・工学的な議論を行うことを通し
て解決を図るため、４月に国土交通省主催の「リニア中央新幹線静岡工区
有識者会議」が設置されました。当社としては、今後も、引き続き、この会議
に真摯に対応することにより、地域の不安を解消し、問題の早期解決に努
め、静岡工区の早期着工と品川・名古屋間の早期開業に向け、取り組んで
まいります。

○私からの説明は以上です。
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